
局 部 課

3 年度

9

10

当該指標を選定した理由 自治会活動の実施は、地域の結束力の強化や、各種取組の活性化に寄与するため

目標値の設定根拠・算出方法 市全体の自治会加入率

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 61 62 35

実績値 62 35

達成率 102% 56%

目標値の設定根拠・算出方法 前年度実績

実績値 51 50

達成率 85% 91%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 

点検年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

自治会加入率 ％

目標値 60 55 53 60

当該指標を選定した理由 自治会組織への加入率は、市民協働・市民参加による地域活動の活性化をはかる客観的な指標となるため

令和元年度 令和2年度 令和3年度

自治会活動の推進に資する各種活動

の実施回数
回

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

〇堺市自治連合協議会と連携し、自治会活動のより一層の振興・充実を図るため、校区自治連合会に対して補助金

等による支援を実施し、安心して自治会活動を行える環境の整備を推進。

　・自治会活動が将来にわたって安定的に継続できるよう次世代の担い手育成を目的とする取組への補助金による支援

　・犯罪のない安心して暮らせる良好な地域社会を実現するために防犯灯の電気料金支援金を支出。

　・令和2年度から、自治会が所有又は管理する防犯灯、防犯カメラ、掲示板に起因する事故による損害を補償する保

険への加入に対して補助を実施。

　・新型コロナウイルス感染症が全国的に拡大傾向にある中、自治会活動における感染症拡大防止対策に要する経費

を支援。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 堺市自治連合協議会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

自治会活動を推進している団体【19校区】

公民連携・協働事業

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

自治会活動をはじめとする地域活動を支援することにより、地域の結束力の強化を図り、市民参加・市民協働による明

るく住みよい、安全な地域コミュニティの形成や、住民相互の共助による災害に強い地域社会の実現に向けた各種取組

の活性化を図る。

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

各区

点検年度 令和 7 年度

2 関連計画

事業開始年度 昭和 51

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

実施根拠
堺市自治会活動推進補助金交付要綱等

（根拠法令、条例等）

指標名 ―

―

17.17

―

施策5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ (5) 犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現

取組の方向性 ①防犯環境の整備

ゴール⒄パートナーシップで目標を達成しよう ターゲット

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

有

4

事業の概要

Ⅰ．基本情報

有 取組 地域住民のつながり強化、多様な主体の協働の促進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

事務事業名 自治会活動推進事業（南区） 事業番号 215-013

担当部署名 南区役所 自治推進

令和３年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和2年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業



（ ）

14

15

うち

一般財源

273

0 0 R3 予算

単位区　　分 令和元年度

62

8,097

130,597

令和2年度

35

7,995

228,418

R3 予算

30 30

38 38

堺市AED電極パッド等交換補助

金 270 270

64 64

100 100

R2

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
　本補助事業を通じて地域住民による自主的な活動が実施されたことにより、地域の結束力強化や共助の意識を高め、市民参加・市民協働による

明るく住みよい安全な地域コミュニティの形成がされた。このことは地域課題が生じた際に解決の一躍を担うことができた。さらに住民相互の共助による

災害に強い地域社会の実現に向けた取組等の促進・活性化に寄与した。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

　令和2年度の単位当たりの経費は、前年度と比較すると増加となっている。これは、新型コロナウイルス感染症により、これまでどおりに自治会活動を

実施することが困難となり、事業の縮小や開催方法の見直し、中止等の対応をせざるを得ない状況が続いた影響により実施回数の大幅な減少となっ

たことが要因である。

　一方で、コロナ禍において、実施手法を工夫しながら安全・安心の取組等を継続していただいており、各種自治会活動の中で感染拡大防止に向け

た対応も実施していただいている。これらの取組みが地域の安全安心の向上に寄与したと考えている。

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等）

堺市コロナ禍における自治会活動

感染症対策強化支援事業

R2 決算 9,492 0 R2 決算

① 自治会活動の推進に資する各種活動の実施回数 回

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

R3 予算 0 0 R3 予算
自治会担い手創生事業補助金

R2 決算 122 122
その他報償費

決算

防犯灯電気料金支援金
R2 決算 23,935 23,935

通信運搬費
R2 決算

堺市自治会活動推進補助金

（南区協議会）

R3 予算 31,423 31,423 R3 予算

堺市自治会活動推進補助金

（南区校区）

R2 決算 18,979 18,979 自治会施設賠償責任保険補助

金

R2 決算

事業費

273

R3 予算 20,106 20,106 R3 予算 353

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

353

R2 決算 0 0

R3 予算 668 668 R3 予算

R2 決算 365 365

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 54,514 54,035 63,933 60,897 60,580

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 46,964 46,575 56,303 43,775 52,950

人件費  （ｂ） 7,550 7,460 7,630 7,630 7,630

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他

財

源

内

訳

国支出金

46,964 46,575 56,303 53,267 52,950

9,492

府支出金　

決算 決算 予算 決算 予算

13

項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位：千円）

事業費  (a)

市債

事務事業名 自治会活動推進事業（南区） 事業番号 215-013

令和3年度　事務事業評価シート（２）


